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担当部署:　健やか部 こども園課　
	処分の概要
	延長保育料の徴収

	例規名
根拠条項
	交野市立幼保連携型認定こども園条例　第7条第3項

	例規番号
	平成28年条例第32号

	【根拠条文】
(延長保育等)
第7条　認定こども園は、園児の保護者から申込みがあったときは、当該園児に対し、次に掲げる事業を行うことができる。
(1)　延長保育(法第59条第2号に規定する時間外保育事業をいう。以下同じ。)
(2)　一時預かり保育(法第59条第10号に規定する一時預かり事業のうち、法第19条第1項第1号に規定する小学校就学前子どもに該当する園児に対して行うものをいう。以下同じ。)
2　前項各号に掲げる事業の1日当たりの定員は、次の各号に掲げる事業の種類に応じ、当該各号に定める数とする。
(1)　延長保育　別表第1に規定する認定こども園ごとに、それぞれ同表に定める定員の数
(2)　一時預かり保育　別表第1に規定する認定こども園ごとに、それぞれ3歳児、4歳児及び5歳児の各年齢児ごとに10人
3　第1項各号に掲げる事業を利用する園児の保護者は、別表第2に定める額の範囲内で規則で定める保育料を、それぞれ納付しなければならない。

【基準】
根拠条文に同じ。
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